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1 下水道ＢＣＰの趣旨と基本方針 
 

1.1 下水道ＢＣＰの策定趣旨 

・ 「業務継続計画」とは、大規模な災害、事故、事件等で職員、庁舎、設備等に相当の被害を受けても、優先実施業務を中断させず、例え中断しても

許容される時間内に復旧できるようにするため、策定・運用を行うものである。 

・ 「下水道事業の業務継続計画」（以下「下水道ＢＣＰ）」という）は、下水道施設が町民生活にとって重要なライフラインの一つであり、災害時にも

その機能を維持または早期回復することが必要不可欠であることを踏まえ策定する。 

・ 災害時における下水道機能の継続・早期回復は、発災後から対応を始めるのでは困難である。そこで、平時から災害に備えるためにも「下水道ＢＣ

Ｐ」を策定する。 

 

 

1.2 基本方針 

(1) 町民、職員、関係者の安全確保 

災害発生時の業務の継続・早期復旧にあたっては、町民、職員、関係者の安全確保を第一優先とする。 

(2) 下水道事業の責務遂行 

町民生活や地域経済活動のために必要となる下水道が果たすべき重要な機能を優先的に回復する。 

(3) 対象事象 

大規模地震及び津波を対象リスクとして策定する。 

 

 

1.3 下水道ＢＣＰの対象とする業務の範囲 
栄町下水道課が所管する下水道事業の全業務を対象とする。 

 



 

 

1.4 下水道ＢＣＰの策定体制と運用体制 

 下水道ＢＣＰの策定体制と運用体制は、下水道課長補佐を最高責任者として 

下水道ＢＣＰの平時の策定体制と運用体制は、次のとおりとする。（災害時の体制は 2.3 参照） 

（１）下水道部局 

区 分 部署・氏名 役  割 

最高責任者 下水道課 ・氏名 

・下水道ＢＣＰの策定及び運用の全体統括、意思決定 

・町長へ栄町災害対策本部の下水道課長を通して報告 

・関連行政部局や民間企業等との調整の統括 

実務責任者 下水道課 ・氏名 
・下水道ＢＣＰの策定及び運用の実施統括 

・平時の維持管理・是正措置の実施状況の確認 

下水道事業担当者 

下水道課 ・氏名 
・実務責任者の補佐 

・県との調整 

・下水道ＢＣＰ策定事務局 

・連絡先リスト等の定期点検 

・訓練の企画及び実施 

 

下水道課 ・氏名 

 

（２）関連行政部局 

区 分 部署・氏名 役  割 

財政課 庁舎管理実務責任者：氏名 ・庁舎の耐震化状況を提出等 

建設課 建設課実務責任者：氏名 ・建設課への連絡先リストを提出等 

まちづくり課 まちづくり課実務責任者：氏名 ・まちづくり課への連絡先リストの提出等 

産業課 産業課実務責任者：氏名 ・産業課への連絡先リストの提出等 

消防防災課 消防防災課実務責任者：氏名 ・消防防災課への連絡先リストの提出等 

 

（３）民間関連行政部局 

区 分 部署・企業名 役  割 

委託会社 終末処理場等委託管理会社：企業名 ・処理場等状況等リスト提出等 



 

 

2 非常時対応の基礎的事項の整理 

2.1 災害発生時の業務継続戦略 総括表 

 

事 項 説   明 

対象災害と発動基準 

１．震度５強以上の地震が栄町内で観測された場合には自動的に対象メンバー（全職員）は自動参集し、初動対応を開始する。 

２．東海地震及び東京湾北部地震の警戒宣言発令したとき 

３．大規模な災害が発生するおそれがある場合で、本部長が必要と認めたとき 

  【第３配備】 

対応体制 

・栄町災害対策本部設置済み（栄町消防庁舎２階会議室）（第３配備は栄町災害対策本部設置後に参集する体制） 

・班編成： ２班構成(１班２名) 

・ 緊急参集メンバーは、全部で５名（下水道課職員）。 

（発動基準未満で震度４以上の地震の場合は、緊急参集メンバーを３名のみとし、本部長、副本部長、関係部局への状況を報

告する。）【第１配備】 

・終末処理場等委託管理会社は、災害体制のもと下水道課への状況を報告する。 

対応拠点 
・栄町下水道対策本部は、本庁舎４階下水道課内に設置。 

・同課が使用できない場合、栄町災害対策本部に代替対応拠点を置く 

主な優先実施業務、そ

の対応の目標時間、業

務継続戦略の概要 

優先実施業務 業務の概要 対応の目標時間（※） 

１.栄町下水道対策本部の立

上げ 

災害対応拠点の安全確認等を実施の上、栄町下

水道対策本部を立上げる。 

勤務時間内の本部立上げは発災直後とする。 

 

２.職員等の安否確認 職員等の参集状況、安否確認を行う。 勤務時間内の場合は、本部立上げ直後とする。 

 

３.処理場、ポンプ場との連絡

調整 

処理場、ポンプ場の参集人員や被害状況の把

握。 

勤務時間内の場合は４時間後までに完了。 

勤務時間外の場合は６時間後までに完了。 

４.関連行政部局及び民間企

業等との連絡調整 

協力体制の確保等。 勤務時間内の場合は３時間後までに完了。 

勤務時間外の場合は５時間後までに完了。 

５.緊急点検 人的被害につながる二次災害の防止に伴う調

査を実施。 
１日後までに完了。 

６.情報発信（第１報） 把握できる範囲で、下水道施設の被害状況、復

旧見通し等について第１報を栄町災害対策本

部へ報告。 

勤務時間内の場合は４時間後までに完了。 

勤務時間外の場合は６時間後までに完了。 

７.支援要請 都道府県や協定自治体等へ支援要請を行う。  

   

（※）：勤務時間内と夜間休日で「対応の目標時間」が異なる場合は、両方記載します。 



 

 

2.2 対応拠点と非常参集 

事 項 説 明 

１．拠点名 栄町下水道対策本部 

２．栄町下水道対策本部の要員 対策本部長  ：氏名 

対策副本部長 ：氏名 

下水道課長は、栄町災害対策本部 

他の要員は、2.3 参照 

３．設置場所と連絡手段 

（重要関係先からの連絡手段） 

応急処理・衛生部下水道課内 

所在地：栄町安食台１丁目２ 

   電話       ＦＡＸ       電子メール  

   携帯電話     携帯メール     衛星電話  

   携帯電話や衛星電話のバッテリー 

（注：使用できない場合には、代替対応拠点に移る。） 

４．栄町下水道対策本部内及びその

近くに備える設備 

電話：１回線、ＦＡＸ：1 台  

パソコン：7 台、プリンター：2 台、コピー機：1 台 

ホワイトボード：1 台  

５．参集要領 1) 緊急参集メンバー（職員全員）は、2.1 の発動基準により自動的に栄町下水道対策本部に参集する。 

2) 公共交通機関の途絶等により参集に２時間以上かかる場合、連絡をして指示を待つ。 

６．担当業務 1) 職務環境、各班との調整 

2) 情報収集及び住民対策、関連行政部局との連絡及び協議 

3) （調査計画及び調査の実施） 

4) （資機材の調達、運搬） 

5) （設計及び積算、措置・応急復旧作業） 

 

 

 

 

 

 



 

 

2.3 対応体制・指揮命令系統図 

 

施設名等 連絡先(℡) 

下水道課         

栄町終末処理場  

安食中継ポンプ場  

竜角寺中継ポンプ場  

南中継ポンプ場  

請方中継ポンプ場  

矢口雨水ポンプ場  

<代理一覧> 

 

対策本部長 

代理 ：氏名 

対策本部長 

氏名 

住所 

℡ 000-0000-0000 

携 000-0000-0000 

携帯ﾒｰﾙアドレス 

 対策副本部長 

氏名 

住所 

℡ 000-000-0000 

携 000-0000-0000 

携帯ﾒｰﾙアドレス 

 

 

氏名 

住所 

℡000-0000-0000 

携 000-0000-0000 

携帯ﾒｰﾙアドレス 

新村班長 

○○市○○ 

℡ 000-000-0000 

携 000-0000-0000 

携帯ﾒｰﾙアドレス 

氏名 

住所 

℡000-0000-0000 

携 000-0000-0000 

携帯ﾒｰﾙアドレス 

 



 

 

2.4 避難誘導・安否確認 

2.4.1 避難誘導方法 

建物名等 栄町役場 

避難誘導責任者 

〃 代理者 

責任者：氏名 

担当者：氏名 

来訪者の誘導方法 

応接している職員が、責任を持って誘導する。 

屋外避難が必要なければ、来訪者を廊下・玄関ホールに誘導する。 

屋外避難が必要な場合には、階段を使って誘導する。 

職員の避難方法 
屋外避難が必要な場合には、階段を使って避難する。 

屋外に出た場合には、点呼・安否確認をするので、必ず指定避難先の集合場所に集まる。 

避難先（集合場所） 消防庁舎及び役場庁舎 

近隣の公設の避難所 ふれあいプラザさかえ（所在地 安食９３８-１） 

 

①避難所一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収容人員算出の目安：屋外 4 ㎡/人・屋内 3 ㎡/人 出典：栄町地域防災計画 2005.3 

№ 名称 所在地 
収容可能人員 

避難地区名 
屋外 屋内 

1 ふれあいプラザさかえ 安食 938-1 4,625 996 安食台 1・5・6 丁目、松ヶ丘、三区 

2 栄中学校 安食 55 5,676 1,633 仲町、下町、和田、布鎌酒直、出津 

3 旧栄東中学校 龍角寺 1112-2 2,950 720 龍角寺、竜角寺台 1、2 丁目 

4 竜角寺台小学校 竜角寺台 6-26-1 2,290 470 竜角寺台 3、4、5、6 丁目 

5 安食台小学校 安食台 4-34-1 2,610 430 安食台 2、3、4 丁目 

6 安食小学校 安食 305 2,570 140 仲町、鷲町、台下、上町、田中、辺引、安食 1、2、3 丁目 

7 旧酒直小学校 龍角寺 33 2,030 280 酒直、酒直台、南部、酒直白山 

8 旧北辺田小学校 北辺田 212 800 160 北辺田、興津、須賀、須賀新田 

9 布鎌小学校 請方 157-1 2,214 160 北、中谷、布太、西、三和、曽根、請方、南、押付、南ヶ丘 

10 麻生青年館 麻生 182-1  27 麻生 

11 矢口青年館 矢口 6-1  24 矢口 

 計  25,765 5,040  



 

 

②応急仮設住宅建設候補地 

番号 用地の名称 所在地 土地所有者 
区域面積 

(㎡) 

建設可能 

戸数 

1 安食台第 1 近隣公園 安食台 4 丁目 1 番 1 号 栄町 9,440 118 

2 ふれあい広場 安食台 4 丁目 〃 2,000 25 

3 安食台第 2 近隣公園 安食台 6 丁目 20 番 〃 2,595 32 

4 栄町立安食台小学校 安食台 4 丁目 34 番 〃 10,473 131 

5 保健センター図書館建設予定地 安食字十王 247-1 外 〃 9,187 115 

6 公共施設用地 安食字皀前 1733-1 〃 2,404 30 

7 多目的用地 酒直台 2 丁目 11 番 〃 1,711 21 

8 旧栄町立酒直小学校 龍角寺 33 〃 7,708 96 

9 旧栄町立栄東中学校 龍角寺 1112 〃 11,836 148 

10 栄町立竜角寺台小学校 竜角寺台 6 丁目 26 番 1 号 〃 9,184 115 

11 多目的公共用地 竜角寺台 6 丁目 28 番 1 号 〃 7,230 90 

12 多目的公共用地 竜角寺台 3 丁目 27 番 1 号 〃 9,663 121 

13 竜角寺近隣公園 竜角寺台 2 丁目 13 番 2 号 〃 10,531 131 

14 栄町立安食小学校 安食 3609 〃 10,311 129 

15 栄町立栄中学校 安食 55 〃 22,706 284 

16 旧栄町立北辺田小学校 北辺田 211 〃 3,235 40 

17 栄町立布鎌小学校 請方 157-1 〃 9,579 120 

18 多目的公共用地 南ヶ丘 1 丁目 12 番 〃 1,107 14 

19 多目的公共用地 南ヶ丘 1 丁目 11 番 2 号 〃 2,552 32 

 合     計   143,452 1,792 

出典：栄町地域防災計画 2005.3 

 

2.4.2 安否確認方法 

安否確認の責任者 責任者：氏名              代理者：氏名 

安否確認の担当体制 担当者：氏名 

安否確認の方法・手順 職員とその家族の安否を確認する。 

連絡手段：電話又はメール 

作業手順：各職員が担当者に連絡を入れ、担当者が責任者に報告する。 

安否確認の発動条件 震度 4 及び５弱の地震が栄町内で観測された場合。 



 

 

2.4.3 職員リスト 

＜個人情報につき、取扱注意＞ 

氏名 所属 
下水道ＢＣＰ

における役割 
保有資格 

居住地 
参集 

可能時期 

連絡先 

住所 
災害時 

参集手段 
 電話 メール 

          

          

          

          

          

          

          

 

 



 

 

2.5 災害発生直後の連絡先リスト 
 

2.5.1 国、県、関連行政部局等 

連絡先 
連絡先担当者名 

及び代理者名 
連絡手段・連絡先 連絡する内容 当方担当者及び代理者 

国・県 

 

国土交通省関東地方

整備局都市整備課 

 電話： 

電話： 

FAX： 

携帯電話： 

携帯メール： 

被害状況の報告（必要に応

じて） 

 

千葉県(防災) 

 電話(勤務時間内)： 

FAX(勤務時間内)： 

電話(勤務時間外)： 

FAX(勤務時間外)： 

携帯電話： 

携帯メール： 

  

千葉県下水道課 

 電話： 

FAX： 

携帯電話： 

携帯メール： 

被害状況の報告と支援要

請の依頼 

 

土木事務所管理課 

 電話： 

FAX： 

携帯電話： 

携帯メール： 

被害状況の報告  

関連行

政部局 
栄町災害対策本部 

 電話： 

FAX： 

携帯電話： 

携帯メール： 

被害状況の報告  



 

 

建設課 

 電話： 

FAX： 

携帯電話： 

携帯メール： 

被害箇所の情報共有  

まちづくり課 

 電話： 

FAX： 

携帯電話： 

携帯メール： 

被害箇所の情報共有  

2.5.2 民間企業等（被災時における民間企業等との協定を締結していない場合は、協定について早期に検討を進める） 

連絡先 
連絡先担当者名 

及び代理者名 
連絡手段・連絡先 連絡する内容 当方担当者及び代理者 

 

 

 

 

民間 

   下水道施設の被害状況の調査依頼 氏名 

   災害の未然防止及び応急復旧対応の依頼 氏名 

   飲食量、生活物資の提供 氏名 

 

  

 

 

 

 

飲食量、生活物資の提供 氏名 

＊２．５．２終末処理場等委託は、民間企業の管理会社とする。他企業は、栄町の協力団体とする。 



 

 

2.5.3 設備修復関連の連絡先 

設備 製造会社 営業所等 電話番号 

ポンプ設備 汚水ポンプ設備 電動機 ㈱東芝 東関東支店  

ポンプ設備 汚水ポンプ設備 吐出弁 ㈱栗本鐵工所 東京支社  

ポンプ設備 汚水ポンプ設備 ポンプ本体 ㈱クボタ 東京本社  

ポンプ設備 汚水ポンプ設備 吐出弁 ㈱クボタ 東京本社  

ポンプ設備 汚水ポンプ設備 水中撹拌機 フリクト・ジャパン㈱ 本社  

汚泥処理設備 汚泥消化タンク設備 蒸気ボイラ ㈱高尾鉄工所 東京事務所  

汚泥処理設備 汚泥消化タンク設備 燃料ポンプ ㈱荏原製作所 袖ヶ浦工場  

汚泥処理設備 汚泥消化タンク設備 蒸気ボイラ ㈱荏原製作所 袖ヶ浦工場  

汚泥処理設備 汚泥消化タンク設備 ガス攪拌装置 ㈱伊藤鉄工所 袖ヶ浦工場  

汚泥処理設備 汚泥脱水設備 No.2 汚泥脱水機 ㈱石垣   

汚泥処理設備 汚泥消化タンク設備 ガス攪拌装置 三菱重工業㈱ 本社  

汚泥処理設備 汚泥消化タンク設備 余剰ガス燃焼装置 三菱重工業㈱ 本社  

汚泥処理設備 汚泥消化タンク設備 脱硫装置 三菱重工業㈱ 本社  

汚泥処理設備 汚泥消化タンク設備 燃料タンク 三菱重工業㈱ 本社  

汚泥処理設備 汚泥消化タンク設備 蒸気ボイラ 三菱重工業㈱ 本社  

汚泥処理設備 汚泥濃縮設備 汚泥かき寄せ機 三菱重工業㈱ 本社  

汚泥処理設備 汚泥濃縮設備 汚泥ポンプ 兵神装備㈱ 東京支店  

汚泥処理設備 汚泥消化タンク設備 汚泥ポンプ 兵神装備㈱ 東京支店  

汚泥処理設備 調質設備 有機凝集剤注入装置 兵神装備㈱ 東京支店  

汚泥処理設備 汚泥脱水設備 汚泥供給ポンプ 巴工業㈱ 本社  

汚泥処理設備 汚泥脱水設備 破砕機 巴工業㈱ 本社  

汚泥処理設備 汚泥消化タンク設備 蒸気ボイラ トキワ工業㈱   

汚泥処理設備 汚泥脱水設備 空気圧縮機 日立製作所 本社  

汚泥処理設備 汚泥消化タンク設備 ガスホルダ 月島機械㈱ 東京支社  

汚泥処理設備 調質設備 有機凝集剤注入装置 月島機械㈱ 東京支社  

汚泥処理設備 汚泥脱水設備 貯留装置 大同機構㈱ 千葉営業所  

汚泥処理設備 汚泥貯留設備 機械式撹拌機 佐竹化学機械工業㈱ 東京事業所  



 

 

設備 製造会社 営業所等 電話番号 

汚泥処理設備 汚泥脱水設備 汚泥供給ポンプ 古河機械金属㈱ 本社  

汚泥処理設備 汚泥消化タンク設備 蒸気ボイラ （株）オーバル   

汚泥処理設備 汚泥消化タンク設備 蒸気ボイラ 水 ing 東関東支店  

汚泥処理設備 汚泥脱水設備 ベルトコンベヤ 水 ing 東関東支店  

汚泥処理設備 調質設備 有機凝集剤注入装置 赤武エンジニアリング㈱ 東京営業所  

汚泥処理設備 汚泥脱水設備 空気圧縮機 CKD㈱ 東京支店  

水処理設備 最初沈殿池設備 空気圧縮機 ㈱日立製作所 本社  

水処理設備 反応タンク設備 電動機 ㈱日立製作所 本社  

水処理設備 用水設備 自動給水装置 ㈱日立製作所 本社  

水処理設備 反応タンク設備 吐出弁 ㈱栗本鐵工所 東京支社  

水処理設備 用水設備 ポンプ ㈱荏原製作所 袖ヶ浦工場  

水処理設備 最初沈殿池設備 汚泥かき寄せ機 三菱重工業㈱ 本社  

水処理設備 放流ポンプ設備 吐出弁 前澤工業㈱ バルブ事業部  

水処理設備 消毒設備 薬品注入機 兵神装備㈱ 東京支店  

水処理設備 反応タンク設備 電動機 富士電機㈱ 東関東支社  

水処理設備 反応タンク設備 吐出弁 ㈱ニレコ 東京営業所  

水処理設備 消毒設備 薬品貯留タンク 日本ポリエステル㈱ 販売店 東京建材  

水処理設備 用水設備 タンク 日本ポリエステル㈱ 販売店 東京建材  

水処理設備 反応タンク設備 乾式フィルタ 日本エアー・フィルター㈱   

水処理設備 用水設備 ろ過機 トヤマキカイ㈱ 本社  

水処理設備 反応タンク設備 散気装置 月島機械㈱ 東京支社  

水処理設備 用水設備 ポンプ 太平洋機工㈱ 本社  

水処理設備 消毒設備 薬品貯留タンク ダイライト㈱ 東京本社  

水処理設備 用水設備 ポンプ 太平洋機工㈱ 本社  

水処理設備 反応タンク設備 送風機本体 昭和風力機械㈱ 本社  

水処理設備 最終沈殿池設備 返送汚泥ポンプ 古河機械金属㈱ 古河産機システムズ㈱  

水処理設備 最初沈殿池設備 汚泥ポンプ 古河機械金属㈱ 古河産機システムズ㈱  

水処理設備 最終沈殿池設備 余剰汚泥ポンプ 古河機械金属㈱ 古河産機システムズ㈱  



 

 

設備 製造会社 営業所等 電話番号 

水処理設備 放流ポンプ設備 ポンプ本体 久保田鉄工所㈱ 東京本社  

水処理設備 反応タンク設備 冷却水ポンプ 久保田鉄工所㈱ 東京本社  

水処理設備 用水設備 ポンプ 久保田鉄工所㈱ 東京本社  

水処理設備 最終沈殿池設備 汚泥かき寄せ機 荏原環境プラント㈱ 東関東支店  

水処理設備 反応タンク設備 散気装置 ㈱日立ソリューションズ 本社  

沈砂池設備 汚水沈砂設備 自動除塵機 ㈱丸島アクアシステム 東京支店  



 

 

3 非常時対応計画 

 

3.1 勤務時間内に想定地震が発生した場合 

時間（※） （標準的な）行動内容 参照文書類 

直後 

来訪者・職員の負傷者対応・避難誘導 

・来訪者・職員等の負傷、閉じ込めを救助し、応急措置。 

・目視により火災発生や庁舎倒壊の危険がある場合、屋外に避難。 

・屋外避難が必要ない場合、来訪者を廊下・玄関ホールへ誘導。 

2.4.1 避難誘導方法 

 

直後 
在庁職員の安否確認 

・責任者が在庁職員の安否を点呼等により確認。 

2.4.3 職員リスト 

直後 

安否連絡（不在職員等） 

・外出、休暇等により在庁していない職員は、自らの安全を確保した後、速やかに安否確認の担当者に

安否の連絡を行い、帰庁・出勤できる時間の目処を連絡。 

2.4.2 安否確認方法 

～1 時間 
庁舎被害状況の確認 

・担当者は、外部状況（大規模クラック）等、災害対応拠点（通常の業務拠点）の安全性を確認。 

 

～1 時間 

栄町下水道対策本部立上げ 

・栄町下水道対策本部の立上げ。 

・通信手段の確保 

2.2 対応拠点と非常参集 

～1 時間 
データ類の保護 

・台帳類（下水道台帳等）やバックアップ媒体などが損傷するおそれがある場合は、安全な場所へ移動。 

2.5 災害発生直後の連絡先 

～2 時間 
不在職員等の要員把握（以降、随時実施） 

・不在職員等（外出、休暇等）の把握と安否確認。 

2.4.2 安否確認方法 

2.4.3 職員リスト 

～2 時間 
栄町災害対策本部への初動連絡 

・栄町災害対策本部へ対応体制や既に判っている被害の概況などを報告。 

2.5 災害発生直後の連絡先リスト 

～3 時間 

降雨予報の確認（以降、随時実施） 

・今後の降雨予報を確認。 

 浸水被害が予想される場合は、【浸水被害の防除】実施。 

 

～3 時間 

関連行政部局との連絡調整（１） 

・関連行政部局（建設課、まちづくり課等）との協力体制の確認。 

・管理施設が近接している関連行政部局（建設課、まちづくり課等）との共同点検調査の実施方針を検討。 

2.5 災害発生直後の連絡先リスト 

3 時間～ 
モノの調達 

・職員用のモノ（飲料水、食糧、毛布、簡易トイレ等、生活用品）の調達 

 

～4 時間 

 

処理場、ポンプ場との連絡調整（当日） 

・処理場、ポンプ場施設の被害状況を終末処理場等委託管理会社が確認。 

 



 

 

時間（※） （標準的な）行動内容 参照文書類 

～4 時間 
県への被害状況等を連絡 

・県（下水道）へ被害状況等を連絡。 

2.5 災害発生直後の連絡先リスト 

～6 時間 

被害状況等の情報収集と情報発信（以降、随時実施） 

・報道、他部局からの連絡、住民からの通報等による被害情報（下水道施設、溢水状況）を収集整理。 

・被災状況／復旧見通しに関する情報を栄町災害対策本部へ伝達。栄町災害対策本部から、被害状況等の第

１報を記者発表。 

・個別住民からの問い合わせ対応（「個別住民への対応」で対応）。 

 

6 時間 

～1 日 

緊急点検 

・調査箇所の優先順位を決定し、グループ編成・調査内容を決定。 

・調査用具、調査チェックリストを準備。 

・人的被害につながる二次災害の防止に伴う管路施設の点検を実施。 

・処理場等は終末処理場等委託管理会社が点検を実施 

2.5 災害発生直後の連絡先リス

ト 

 

～1 日 
ライフラインの復旧見込みの確認 

・ライフラインの復旧見込みについて、栄町災害対策本部を通じて確認。 

 

～1 日 
民間企業等との連絡確保 

・汚水溢水の解消や応急復旧に備え、連絡体制を確保。 

2.5 災害発生直後の連絡先リスト 

～1 日 

支援要請（当日） 

・被災状況の調査及び復旧に関して、支援要請が必要かを判断。 

・支援要請を行う場合、被害状況、支援要請内容（人／物）等を県・終末処理場等委託管理会社に連絡。 

2.5 災害発生直後の連絡先リスト 

～1 日 
関連行政部局との連絡調整（２） 

・緊急調査、応急復旧等を行うにあたって、建設課、まちづくり課と協議。 

2.5 災害発生直後の連絡先リスト 

～2 日 

処理場、ポンプ場との連絡調整（２日目以降） 

・処理場、ポンプ場での調査人員が不足していれば、終末処理場等委託管理会社が要員を手配し配置。 

・処理場、ポンプ場の被災状況に応じ、仮設トイレからのし尿受入を要請。 

 

2 日 

～3 日 

緊急調査 

・重要な幹線等の目視調査を実施。 

 

2 日 

～3 日 

緊急措置 

・汚水溢水箇所の確認。 

・備蓄している仮設ポンプ、仮設配管等により、溢水解消。 

・備蓄資機材又は作業人員が不足している場合には、栄町建設業災害対策協力会に、排水ポンプ、作業

要員等を要請。 

 

 

 

2.5 災害発生直後の連絡先リス

ト 



 

 

時間（※） （標準的な）行動内容 参照文書類 

～3 日 

支援要請（３日目以降の業務に対する内容） 

・要請先の選定、要請内容（人／物）。 

・受入場所（作業スペース・保管場所）の確保。 

 

2 日～ 

個別住民への対応 

・排水設備の修理業者の紹介。 

住民問い合わせに関するマニュ

アル（町指定排水設備業者リス

ト） 

６日 

～１４日 

一次調査 

・下水道機能回復のため、一次調査を実施する。（※重要な幹線およびポンプ場を優先的に実施。その後

にその他管路を実施） 

 

5 日 

～29 日 

応急復旧 

・一次調査の結果により必要に応じて応急復旧する。（※重要な幹線およびポンプ場を優先的に実施。そ

の後にその他管路を実施） 

 

 【浸水被害の防除】：栄町災害対策本部と連携した水防活動の実施 

今後、降雨が予想され、管路施設等の被災により、浸水被害が想定される場合、栄町災害対策本部と連携し、水防活動を開始。 

・大雨注意報発令から 1時間まで：把握できる範囲で管路等の被災箇所の情報収集を行い、栄町災害対策本部へ報告し、水防に関する対応を協議。 

・    〃    1 時間まで：浸水常襲地区に加え、管路被害等により浸水のおそれが高い地区の巡視体制を強化。 

浸水常襲地区等の住民に対し浸水の危険性を周知。 

必要に応じ、住民へ土のう等を配布。 
・    〃    1 時間まで：排水ポンプを栄町建設業災害対策協力会に要請。 

地域防災計画（風水害編）、水害に関する緊急対応マニュアル 

 

 

（注）：上表は、多数の支援部隊が到着し、リソースの制約が解消されるまでを重点的に記載しています。 

表に記載した以降の行動については、地方公共団体の規模や優先実施業務に応じ、災害前の計画が有効であるものを追加して下さい。 

（※）：完了時間は、「対応の目標時間」を示しています。 



 

 

3.2 夜間休日（勤務時間外）に想定地震が発生した場合 

時間（※） （標準的な）行動内容 参照文書類 

直後 

職員の安否連絡 

・自らと家族の安全をとりあえず確保した後、速やかに安否確認担当者に安否の連絡を行い、出勤でき

る時間の目処を連絡。 

2.4.2 安否確認方法 

直後 

自動参集 

・震度をラジオ等で確認し、栄町下水道対策本部の部員および代替拠点への初動参集者は、指定された

場所に自動参集。 

・その他職員は、対応拠点への参集を開始する。ただし、動員計画に基づき、自宅で待機する場合は栄

町下水道対策本部からの指示を待つ。 

・参集に当っては、服装に留意する。また、水、食糧を持参するように努める。 

・自動参集の過程で路面上の異常の有無を可能な範囲で確認。 

 

～4 時間 
庁舎被害状況の確認 

・担当者は、外部状況（大規模クラック）等、栄町災害対応拠点（通常の業務拠点）の安全性を確認。 

 

～4 時間 

栄町下水道対策本部立上げ 

・栄町下水道対策本部の立上げ。 

・通信手段の確保 

2.2 対応拠点と非常参集 

～4 時間 
データ類の保護 

・台帳類（下水道台帳等）やバックアップ媒体などが損傷するおそれがある場合は、安全な場所へ移動。 

2.5 災害発生直後の連絡先リスト 

～4 時間 
不在職員等の要員把握（以降、随時実施） 

・不在職員等（外出、休暇等）の把握と安否確認。 

2.4.2 安否確認方法 

2.4.3 職員リスト 

～4 時間 
栄町災害対策本部への初動連絡 

・栄町災害対策本部へ対応体制や既に判っている被害の概況などを報告。 

2.5 災害発生直後の連絡先リスト 

4 時間～ 
モノの調達 

・職員用のモノ（飲料水、食糧、毛布、簡易トイレ等、生活用品）の調達 

 

～5 時間 

降雨予報の確認（以降、随時実施） 

・今後の降雨予報を確認。 

 浸水被害が予想される場合は、【浸水被害の防除】を実施。 

 

～5 時間 

関連行政部局との連絡調整（１） 

・関連行政部局（建設課、まちづくり課等）との協力体制の確認。 

・管理施設が近接している関連行政部局（建設課、まちづくり課等）との共同点検調査の実施方針を検討。 

2.5 災害発生直後の連絡先リスト 

～6 時間 

 

処理場との連絡調整（当日） 

・処理場施設の被害状況を終末処理場等委託管理会社が確認。 

 



 

 

時間（※） （標準的な）行動内容 参照文書類 

～6 時間 
県への被害状況等を連絡 

・県（下水道）へ被害状況等を連絡。 

2.5 災害発生直後の連絡先リスト 

～7 時間 

被害状況等の情報収集と情報発信（以降、随時実施） 

・報道、他部局からの連絡、住民からの通報等による被害情報（下水道施設、溢水状況）を収集整理。 

・被災状況／復旧見通しに関する情報を栄町災害対策本部へ伝達。栄町災害対策本部から、被害状況等の第

１報を記者発表。 

・個別住民からの問い合わせ対応（「個別住民への対応」で対応）。 

・住民問い合わせに関するマニュ

アル 

7 時間 

～1 日 

緊急点検 

・調査箇所の優先順位を決定し、グループ編成・調査内容を決定。 

・調査用具、調査チェックリストを準備。 

・人的被害につながる二次災害の防止に伴う管路施設の点検を実施。 

・処理場等を終末処理場等委託管理会社が点検を実施 

2.5 災害発生直後の連絡先リスト 

～1 日 
ライフラインの復旧見込みの確認 

・ライフラインの復旧見込みについて、栄町災害対策本部を通じて確認。 

 

～1 日 
民間企業等との連絡確保 

・汚水溢水の解消や応急復旧に備え、連絡体制を確保。 

2.5 災害発生直後の連絡先リスト 

～1 日 

支援要請（当日） 

・被災状況の調査及び復旧に関して、支援要請が必要かを判断。 

・支援要請を行う場合、被害状況、支援要請内容（人／物）等を県・終末処理場等委託管理会社に連絡。 

2.5 災害発生直後の連絡先リスト 

～1 日 
関連行政部局との連絡調整（２） 

・緊急調査、応急復旧等を行うにあたって、建設課、まちづくり課と協議。 

2.5 災害発生直後の連絡先リスト 

～2 日 

処理場、ポンプ場との連絡調整（２日目以降） 

・処理場、ポンプ場での調査人員が不足していれば、終末処理場等委託管理会社が要員を手配し配置。 

・処理場、ポンプ場の被災状況に応じ、仮設トイレからのし尿受入を要請。 

 

2 日 

～3 日 

緊急調査 

・重要な幹線等の目視調査を実施。 

 

2 日 

～3 日 

緊急措置 

・汚水溢水箇所の確認。 

・備蓄している仮設ポンプ、仮設配管等により、溢水解消。 

・備蓄資機材又は作業人員が不足している場合には、栄町建設業災害対策協力会に、排水ポンプ、作業要

員等を要請。 

 

 

 

2.5 災害発生直後の連絡先リスト 



 

 

時間（※） （標準的な）行動内容 参照文書類 

～3 日 

支援要請（３日目以降の業務に対する内容） 

・要請先の選定、要請内容（人／物）。 

・受入場所（作業スペース・保管場所）の確保。 

 

2 日～ 
個別住民への対応 

・排水設備の修理業者の紹介。 

 

６日 

～１４日 

一次調査 

・下水道機能回復のため、一次調査を実施する。（※重要な幹線およびポンプ場を優先的に実施。その後

にその他管路を実施） 

 

5 日 

～29 日 

応急復旧 

・一次調査の結果により必要に応じて応急復旧する。（※重要な幹線およびポンプ場を優先的に実施。そ

の後にその他管路を実施） 

2.5.3設備修復関連の連絡先 

 【浸水被害の防除】対策本部と連携した水防活動の実施 

今後、降雨が予想され、管路施設等の被災により、浸水被害が想定される場合、栄町災害対策本部と連携し、水防活動を開始。 

・大雨注意報発令から 1時間まで：把握できる範囲で管路等の被災箇所の情報収集を行い、栄町災害対策本部へ報告し、水防に関する対応を協議。 

・    〃    1 時間まで：浸水常襲地区に加え、管路被害等により浸水のおそれが高い地区の巡視体制を強化。 

浸水常襲地区等の住民に対し浸水の危険性を周知。 

必要に応じ、住民へ土のう等を配布。 
・    〃    1 時間まで：排水ポンプを栄町建設業災害対策協力会に要請。 

地域防災計画（風水害編）、水害に関する緊急対応マニュアル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

4 事前対策計画 

4.1 実施時期の予定一覧 
 

大項目 細目 現状レベル 対策内容 対策後のレベル 
必要予算 

（千円） 

実施 

予定時期 
担当者 

食料等 
飲料水、非常食等の備蓄

（※） 

備蓄量が尐なく、断水期間

に対応できない 

5 人分の食料等を 3 日分

備蓄 
断水期間中の対応が可能   

下水道課 

下水道班 

資機材 

仮設ポンプの備蓄 
備蓄がなく、迅速な対応が

できない 
１基備蓄 １基分の仮設ポンプを設

置でき、汚水溢水の解消業

務への対応力が向上 

  
下水道課 

下水道班 

自家発電機の備蓄 同上 １基備蓄   
下水道課 

下水道班 

固形塩素剤の貯蔵 ２日分程度を貯蔵 0.4m3 備蓄 
消毒処理を１週間程度維

持 
  

下水道課 

下水道班 

設備 

井戸水（又は再生水）の給

水ラインを設置（処理場・

ポンプ場） 

機械用水は上水道及び井戸

水を使用。 

長期間の断水に対応不可。 

井戸１基設置（砂ろ過設

備の設置） 

断水期間中に処理施設の

運転が可能 
  

下水道課 

下水道班 

サーバーの停電対策 
突然の停電でデータが破損

する可能性がある 

無停電装置により、正常

終了させる。 

停電後、給電が可能で、当

該時間内で電源切断すれ

ば、データ破損はない 

  
財政課 

管財班 

部所内の家具の耐震固定 全般に未固定 

高さ 1.5m 以上の什器（部

品、材料）を床や壁に固

定 

大地震時に什器（部品、材

料）の転倒を防ぐ 
  

下水道課 

下水道班 

共有パソコンの配備 作業用パソコン数が尐ない 
支援者用の作業パソコン

の確保 
支援者等の作業向上   

下水道課 

下水道班 

情報 復旧対応の記録 
作業指示等を記録する様式

がない 
様式作成 作業向上   

下水道課 

下水道班 



 

 

大項目 細目 現状レベル 対策内容 対策後のレベル 
必要予算 

（千円） 

実施 

予定時期 
担当者 

協定 

重油の備蓄量（処理場・ポ

ンプ場） 

12 時間の対応量しか確保

できていない 
調達先の確保 

処理場およびポンプ場の

24 時間稼働が確保できる 
   

他の地方公共団体 

との協定周知 

支援要請する職員以外に協

定内容が周知されていない 
組織内への周知 

支援要請する職員が不在

でも支援要請ができ、２～

３日目までに緊急調査に

ついて対応可能 

  
下水道課 

下水道班 

民間企業等 

との協定見直し 

2.5.2 民間企業等のとおり

協定 

・ 資機材の確保（仮設ポ

ンプ、自家発電機、安

全柵等） 

・ 被害調査人員の確保 

・ 応急復旧人員の確保 

汚水溢水の解消業務への

対応力が向上 
  

消防防災

課 

防災班 

重要情報 

下水道台帳の 

バックアップ 
製本状態で代替なし 

印刷製本を別庁舎に保存 

台帳システムの保守契約

会社にバックアップデー

タを保管 

本体損傷の場合、代替製本

は、２４時間で確保。電子

データは、３日以内に復旧

可能。 

  
下水道課 

下水道班 

下水道台帳の整備 

下水道台帳が整備されてい

ないため、災害時の迅速の

対応ができない 

下水道台帳の整備 
点検調査を速やかに実施

することが可能 
  

下水道課 

下水道班 

人材育成 

・確保 
ＯＢからの協力確保 協力を求めていない 災害時の協力要請 

被害情報の入手手段が増

え、その後の応急復旧等を

速やかに実施することが

可能 

  
下水道課 

下水道班 

他部局と

の連携 

まちづくり課や建設課と

の連携強化 
災害対策本部設置前体制 協力体制の構築 

被害情報の入手が早くな

りなり、その後の応急復旧

等を速やかに実施するこ

とが可能 

  

建設課 

維持管理

班 

 

 

 



 

 

4.2 住民等への情報提供 

災害時において、住民の安全の確保、民心の安定及び迅速かつ円滑な災害応急対策を実施するため、テレビ、新聞、広報車等のあらゆる広報手段を利

用して、被災者等への広報を行う。下水道施設の被災状況、復旧の見通し、降雨期まで復旧作業が掛かる場合の浸水の危機等の情報発信は、住民にとっ

て有効な情報であるため、適切な情報発信時期・内容を広報する。 

 

 

栄町 HP や携帯電話等の防災メールの利用 



 

 

5 訓練・維持改善計画 

5.1 訓練計画 
 

 

訓練名称 訓練内容 参加者・対象者 予定時期 実施場所 
企画実施 

部署 

総合防災訓練 

震災対策に万全を期するため大地震の発生を想定し、町、住民

及び防災関係機関等が一体となって、各種訓練を総合した防災訓

練を実施する。 

（１）地震予知情報、警戒宣言、地震情報の収集及び伝達、その他

防災上必要な情報の収集及び伝達 

（２）警戒区域の設定、避難勧告、指示、避難誘導 

（３）施設ごとに被災を想定した緊急点検及び緊急措置 

（４）消防活動及び救助活動 

（５）救援物資の準備及び輸送 

（６）食糧、飲料水、医療、その他の救援活動 

（７）応急復旧 

（８）その他 

栄町全職員、終末処理

場等委託管理会社 
随時 栄町役場 消防防災課 

非常参集訓練 

突発的な災害発生に備え、町災害対策本部を設置し、直ちに庁内

の防災体制の確立を図り、各関係課等の応援体制と応急活動の実施、

職員の適正配置、関係機関との連絡調整、通信系統の整備など非常

防災体制の確立を迅速に整備するため庁内の訓練を定期的又は随時

実施するものとする。 

 

栄町全職員、終末処理

場等委託管理委託会社 

毎年９月

頃 
栄町役場 

消防防災課 

 

消防訓練 

消防訓練は、次の種目について実施する。 

（１）操法訓練等の実施 

ポンプ操法は、消防職（団）員に対して、消防ポンプ自動車及

び小型動力ポンプについて、水利部署、ホース延長、注水要領、

積載梯子の搬送組立架設、人命救助等について実施する。 

（２）防火対象物に対する消防訓練 

消防法（昭和２３年７月法律第１８６号）第８条の規定により、

防火管理者を定めなければならない防火対象物に対し、防火管理

者の計画する消防計画と、消防機関の計画する消防計画に基づい

栄町全職員、栄町消防

団、一般住民等 

 

 

 

随時 
各地区非難

所等 
消防防災課 



 

 

て総合的訓練を実施する。 

（３）家屋密集区域に対する消防訓練 

消防機関の計画に基づいて、消防職（団）員、関係機関及び地

域住民の協力のもとに延焼阻止、避難、誘導、飛火警戒、警戒区

域の設定、応援隊の要請、部署、予備隊の集結待機場所の設定等

大火災を想定して訓練を実施する。 

（４）危険物火災に対する消防訓練 

油火災を実演し、噴霧による水、及び化学消火剤による消火方

法の訓練を実施する。 

（５）車両火災に対する消防訓練 

車両火災に対する、消火・救出訓練を実施する。 

訓練の事後評価 

訓練を行うに当たっては、地震の被害想定を明らかにするととも

に、実施時間を工夫する等様々な条件を設定し、参加者自身の判断

も求められる内容を盛り込むなど実践的なものとなるよう工夫し、

訓練後には評価を行い、課題等を明らかにし、必要に応じ体制等の

改善を行う. 

栄町全職員、終末処理

場等委託管理会社 
随時 

栄町消防庁

舎 
消防防災課 

 



 

 

5.2 維持改善計画 

5.2.1 下水道ＢＣＰの定期的な点検項目 

項目 内容 頻度 点検実施部署 

体制、組織について 

・人事異動、組織の変更による登録情報変更の有無 

・各協定締結変更の有無 

・電話番号やメールアドレスの変更の有無 

年1回 

（注：災害等配備

業務マニュアル見

直し会議は毎年度

4月開催） 

下水道課 

BCP、マニュアル等の

見直し 

・災害等配備業務マニュアル見直し会議 

・非常時優先実施業務と通常業務の追加及び変更の有無 

・資機材の確保（備蓄・調達）の変更の有無 

下水道課 

訓練・維持改善計画  ・訓練の実施状況について 下水道課 

予算化について ・事前実施項目を実施するための予算化を検討する。 下水道課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

5.2.2 下水道ＢＣＰ責任者による総括的な点検項＜実施時期：毎年 4 月頃＞ 

点検項目 点検実施部署 

事前対策は、確実に実施されたか。また、過去１年間で実施した対策（下水道施設の耐震化等）を踏まえ、下水道Ｂ

ＣＰの見直しを行ったか。 
下水道課 

優先実施業務の追加や変更等で下水道ＢＣＰの変更が必要ないか検討したか。 下水道課 

訓練が年間を通して計画どおりに実施されたか。また、訓練結果を踏まえた下水道ＢＣＰの見直しを行ったか。 下水道課 

来年度予算で取り上げる対策を検討したか。また、実施未定の対策について、予算化を検討したか。 下水道課 

非常用電源や非常用通信手段が問題なく使用できるか。 下水道課 

下水道ＢＣＰ策定の根拠資料を変更した場合、関連する計画がすべて最新版に更新されているか。 下水道課 

 

 

 

 

5.2.3 職員及び重要関係先への定期的周知 

周知先 周知した内容 周知の相手方及び方法 周知の実施時期 

職員、終末処理場等委託管理会

社 

下水道対策本部及び拠点の所在

地、連絡手段一覧 

職員、終末処理場等委託管理会社に対して、一

覧表を提出 
随時 

栄町関連部局 同上 関連部局担当者に対して、一覧表を提出 
〃 

 



 

 

6 計画策定の根拠とした調査・分析・検討 

6.1 地震規模等の設定と被害想定 

6.1.1 地震規模の設定 
 

※平成 25 年度 栄町公共下水道総合地震対策 計画説明書から抜粋 

 

栄町では、以下の地震が発生したことを想定して被害想定を行う。 

               

想定地震名 マグニチュード 地震タイプ 

東京湾北部地震 MW＝7.3 南関東直下の M7 クラスの地震 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

6.1.2 液状化 
栄町の地形は、内陸部に進むにつれて軟弱な粘土層が厚く堆積しており、液状化の危険度が高い地域となっている。液状化危険度評価図に示すが、

特に液状化の危険性が高い地区としては、利根川・将監川・長門川の内陸の低地部が考えられるため、液状化対策を講じる必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

6.1.3 被害想定 
施設の配置状況および対象地震、液状化の危険度を勘案して、地震により被害が想定される地区・施設は、概ね以下のとおりである。 

 

① 低地部（液状化マップおよび地質調査結果より判定した結果、地盤が液状化する可能性が高い。） 

② 大規模造成箇所（調査の結果、人為的に改変した台地であり、特に地盤の硬軟急変化部で地形が大きく変化する可能性がある。） 

  

これらの地区を通過する、処理場に直結する幹線管路については、地震対策を緊急かつ重点的に実施する必要があると考えられる。 

 

6.1.4 下水道施設等の耐震化及び耐液状化状況 
【管路施設】 

管路施設については、「重要な幹線等：27.2km」のうち、管更生工法および鋼製さや管により耐震性能が確保されている管路が 2.9km、耐震性能

が確保されていない管路が 24.3km となっており、「重要な幹線等」のうち 10.8％程度の管路の耐震性能が確保されている状況である。緊急対策路

線で 0.34km が未整備の状況である。 

重要な幹線等の耐震化率：10.8％ 

・幹線延長＝未耐震幹線（18,494 ｍ）＋更生済み幹線（2,948ｍ）＝21,442ｍ 

・重要な幹線等＝幹線延長（21,442ｍ）＋主要な枝線（5,805ｍ）＝27,247ｍ 

・耐震化率＝2,948ｍ／27,247ｍ＝10.8％ 

※硫化水素対策等により更生化されている管路についても耐震化済みとする。 

 

【処理場・ポンプ場施設】 

栄町終末処理場の諸元を事項の表に示す。いずれの施設も設計・施工年度が古く、兵庫県南部地震をうけて「平成９年度」に耐震設計基準（レベル

２地震動）の見直しが行われる以前の設計基準にて施工されており、レベル２地震動対応となっていない。当処理場地は「液状化の恐れが高い」が

当時の設計においては考慮されていないため、応力度不足が多いに懸念される。 

また、設計基準としても、管理本管、汚泥処理棟、塩素混和池・放流ポンプ棟が建築の設計基準で設計されており、現在の複合構造物としての設計

がなされていない。 

基礎形式としても、現在では「液状化の恐れが高い」地盤でレベル２地震動対応として採用される事がほとんどないＰＣ杭が使用されており、現在

の基準で見直した場合、かなりの応力度不足となる事が容易に想像される。 

 次期、総合計画策定時に、施設の耐震診断を盛り込んで実施し、診断を踏まえて耐震化等対応する。 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

施設名 設計年度 施工年度 基礎種別 
設計種別 

当時 現在 

管理本館 Ｓ54.3 ～S57 直接基礎 建築 複合Ⅳ-2 類 

管廊（管理本管 

～水処理施設） 
Ｓ54.3 ～S57 PC 杭φ300、400 BOX 構造 地中Ⅱ類 

水処理施設（１期） Ｓ54.3 ～S57 PC 杭φ300、400 土木 土木Ⅰ-1 類 

水処理施設（２期） Ｓ62.3 ～S63 PC 杭φ400 土木 土木Ⅰ-1 類 

管廊（汚泥系） Ｓ54.3 ～S57 PC 杭φ400 BOX 構造 地中Ⅱ類 

重力濃縮槽 Ｓ54.3 ～S57 PC 杭φ300 土木 土木Ⅰ-1 類 

消化槽（2 槽） Ｓ54.3 ～S57 PC 杭φ400 土木 土木Ⅰ-2 類 

汚泥処理棟 Ｓ54.3 ～S57 PC 杭φ400、450 建築 複合Ⅳ-2 類 

塩素混和池 

・放流ポンプ棟 
Ｓ54.3 ～S57 PC 杭φ400、500 建築 複合Ⅳ-2 類 

 

一方、汚水中継ポンプ場については、下表に示す４箇所が供用中である。 

いずれも処理場と同様に、施工年度が古く、基礎種別もＡＣ・ＰＣ杭が使用されているため、レベル２地震動対応とはなっておらず、耐震補強につ

いても困難であると想像される。 

 

ポンプ場名 
竣工 

年度 
構造形式 基礎形式 

施設規模 

(揚水能力) 

安食 Ｓ57 地上１Ｆ、地下２Ｆ AC 杭φ600B 種 3.18ｍ3/分 

竜角寺 Ｓ57 地上１Ｆ、地下３Ｆ 直接基礎 1.98ｍ3/分 

南 Ｓ59 地上１Ｆ、地下２Ｆ PC 杭φ600A 種 0.78ｍ3/分 

請方 Ｓ59 地上１Ｆ、地下２Ｆ PC 杭φ600A 種 0.84ｍ3/分 

 

今後、中長期計画として、設備更新工事に併せて耐震診断・設計・工事を行い、耐震化を図る必要があるが、着手までに期間を要するので重要施設

である処理場については、耐震化にするまでの間に地震が発生した場合の予防策を行う必要がある。 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

①耐震化の優先順位一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対策時期 対策済 緊急対策 中期対策 長期対策

優先順位 1 2 3 4 5～8 主要な枝線

延長 各線 2,948 342 1,665 1,628 3,058 11,801 5,805

（ｍ） 累計 2,948 3,290 4,955 6,583 9,641 21,442 27,247

工事費 各線 － 89,000 163,455 211,093 351,764 722,022 278,061

（千円） 累計 － 89,000 252,455 463,548 815,312 1,537,334 1,815,395

液状化する ○ ○ ○ ○

液状化し難い ◎

橋梁添架

開削工法 ○ ○ ○ ○

推進工法 ◎

機能的な重要度 ◎TS直結 ◎主要

劣化状況 ◎

河川横断

ＪＲ横断 ◎

県指定

その他 ○

復旧の難易度 ○

排水避難所 ◎多い ○ ○

仮設住宅地 ○ ○

ＨＰ管 ○ ○ ○

ＶＵ・ＶＰ管 ◎

圧送管 ◎

◎：主要因

地盤の
液状化

管渠
敷設工法

管種

防災拠点

緊急
輸送路

二次災害



 

 

                                    

②幹線毎の優先順位判定表 

 
幹線名

管径φ

(mm)
管種

延長
(m)

液状化
する

劣化し
ている

重要度
緊急
輸送路

防災拠
点排水

耐震対策
順位

工事費
（千円）

安食中央 342.00 1 89,000

747.00 更生済 －

700 ＨＰ 841.29 ○ － 上流３幹線 ○ ○ 4 117,949

700 ＨＰ 419.58 ○ ○ 上流３幹線 ○ ○ 2 58,825

700 ＨＰ 41.80 ○ － 上流３幹線 ○ ○ 更生済 －

600 ＨＰ 73.00 ○ － 上流２幹線 ○ ○ 更生済 －

700 ＨＰ 83.77 ○ － 上流２幹線 ○ ○ 4 11,745

700 ＶＵ 10.90 ○ － 上流２幹線 ○ ○ 5 1,528

600 推進ＨＰ 297.90 ○ － 上流２幹線 ○ ○ 更生済 －

700 推進ＨＰ 271.45 ○ － 上流２幹線 ○ ○ 7 38,057

600 推進ＨＰ 62.60 ○ － 上流２幹線 ○ － 7 7,468

600 推進ＨＰ 104.70 ○ ○ 上流２幹線 ○ － 2 12,491

600 推進ＨＰ 146.50 ○ － 上流２幹線 ○ － 更生済 －

300 圧送 983.96 ○ － 上流２幹線 － － 8 51,166

合計 4,426.45 388,229

安食１号 600 推進ＨＰ 26.63 ○ － － － － 7 3,177

400 推進ＨＰ 32.90 ○ － ＪＲ横断 － － 3 2,366

400 推進ＨＰ 28.02 ○ － － － － 7 2,015

350 推進ＨＰ 166.96 ○ － － － － 7 9,483

300 推進ＨＰ 42.79 ○ － － － － 7 2,225

合計 297.30 19,266

安食２号 600 ＨＰ 1,185.05 ○ － － － ◎ 3 141,376

600 ＨＰ 93.81 － － － ○ ◎ 4 11,192

600 ＨＰ 85.10 － － － － ◎ 6 10,152

500 ＨＰ 346.52 － － － － ◎ 6 35,206

450 ＨＰ 269.64 － － － － ◎ 6 21,787

400 ＨＰ 176.52 － － － － ◎ 6 12,692

350 ＨＰ 197.78 － － － － ◎ 6 11,234

合計 2,354.42 243,639

竜角寺 800 ＨＰ 365.42 ○ － 上流２幹線 － ○ 3 65,081

600 ＨＰ 1,477.19 ○ － 上流１幹線 － ○ 4 176,229

450 ＨＰ 188.74 ○ － － － ○ 4 15,250

450 ＨＰ 356.28 ○ ○ － － ○ 更生済 －

450 ＨＰ 81.17 ○ － － － ○ 更生済 －

400 ＨＰ 28.38 ○ － － － ○ 更生済 －

400 ＨＰ 296.52 ○ － － － ○ 更生済 －

350 ＨＰ 220.60 ○ － － － ○ 更生済 －

350 ＨＰ 277.23 － － － － ○ 更生済 －

300 圧送 829.20 － － － － ○ 8 43,118

合計 4,120.73 299,678

上流６幹線 ○ ○1000 ＨＰ ○ －



 

 

 

幹線名
管径φ

(mm)
管種

延長

(m)

液状化

する

劣化し

ている
重要度

緊急

輸送路

防災拠

点排水

耐震対策

順位

工事費

（千円）

矢口１号 450 ＨＰ 177.64 ○ ○ － － － 2 14,353

450 ＨＰ 430.23 ○ － － － － 5 34,763

450 ＨＰ 359.08 ○ ○ － － － 2 29,014

450 ＨＰ 74.82 ○ － － － － 5 6,045

450 ＨＰ 603.61 ○ ○ － － － 2 48,772

450 ＨＰ 276.50 － － － － － 6 22,341

400 ＨＰ 132.60 － － － － － 6 9,534

合計 2,054.48 164,822

酒直 400 ＨＰ 961.73 ○ － － － ○ 5 69,148

250 ＨＰ 7.45 ○ － 水路伏越し － ○ 3 357

400 ＨＰ 181.53 ○ － － － ○ 5 13,052

350 ＨＰ 403.88 － － － － ○ 6 22,940

300 ＨＰ 312.08 － － － － ○ 6 16,228

合計 1,866.67 121,725

布鎌 300 ＨＰ 256.34 ○ － － － ○ 更生済 －

150 ＳＰ 125.00 ○ ○ 河川横断 ○橋梁 ○ 更生済 －

200 圧送 1,547.65 ○ － － △歩道 ○ 8 73,668

300 ＨＰ 373.05 ○ － － － ○ 4 19,399

250 ＶＵ 1,054.20 ○ － － － ○ 5 50,496

200 圧送 1,489.50 ○ － － － ○ 8 70,900

合計 4,845.74 214,463

前新田 400 推進ＨＰ 111.39 ○ － － ○ － 7 8,009

350 推進ＨＰ 52.76 ○ － － － － 7 2,997

350 ＶＰ 60.54 ○ － － － － 5 3,439

300 ＶＰ 121.70 ○ － － － － 5 6,328

合計 346.39 20,773

白山 500 推進ＨＰ 87.00 ○ － 上流１幹線 ○ － 5 8,839

350 推進ＨＰ 349.49 ○ － － ○ － 5 19,851

300 推進ＨＰ 8.57 ○ － － ○ － 5 446

300 推進ＨＰ 514.76 ○ － － △歩道 － 6 26,768

300 推進ＨＰ 133.11 ○ － － － － 6 6,922

300 推進ＨＰ 36.78 ○ － ＪＲ横断 － － 3 1,913

合計 1,129.71 64,739

合計 21,441.89 1,537,334



 

 

③耐震対策の優先順位 

 

 

 

○：高い △：中位 ×：低い 

被害が予想される施設 

耐震対策の優先度評価 

耐震対策の

優先順位 
機能的な施設
の重要度 

防災拠点等の
機能上の優先
度 

緊急輸送路・
軌道下・河川
横断の重要度 

施設の劣化
度からみた
緊急度 

施設の現況
耐震性能か
らの優先度 

復旧の困難
性からの優
先度 

管路 

施設 

①処理場付近の幹線の更生 ○ ○ × ○ ○ ○ １ 

②幹線河川横断部の更生 ○ ○ ○ ○ ○ ○ １ 

③重要幹線の更生（平地部） ○ ○ × ○ ○ △ ２ 

④重要幹線の更生（台地部） △ ○ × ○ △ △ ３ 

⑤防災上重要な枝線の耐震化 × ○ × × × × ３ 

⑥緊急輸送路のﾏﾝﾎｰﾙ浮上対策 × × ○ × ○ × ２ 

被害が予想される施設 

耐震対策の優先度評価 

耐震対策の優先

順位 機能的な施設の
重要度 

防災拠点等の機
能上の優先度 

施設の劣化度か
らみた緊急度 

施設の現況耐
震性能からの
優先度 

復旧の困難性か
らの優先度 

処理 

施設 

①流入放流渠に可とう継手設置 ○ ○ ○ ○ ○ １ 

②仮設沈殿池へのﾊﾞｲﾊﾟｽ管敷設 ○ ○ ○ ○ ○ １ 

③処理施設の耐震補強 ○ △ ○ ○ ○ ２ 

ﾎﾟﾝﾌﾟ 

施設 

①流入渠・圧送管へ可とう継手設

置 
△ ○ ○ ○ ○ ２ 

②ポンプ施設の耐震補強 △ △ ○ ○ ○ ２ 



 

 

6.1.5 重要事項の保管及びバックアップの現状 
 

下水道施設図などの保管場所の確認を行う。 

 

     ・処理場・ポンプ場：施設平面図、構造図 

     ・重要な幹線管渠 ：平面図、縦断面図、特殊人孔構造図など 

              （全体計画図に重要な幹線管渠、その他緊急点検が必要な管渠をマーキングした図面を作成する） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重要情報 保管場所 担当部門 記録媒体 
現在のバックアップ状況 

有・無 頻度 方法 保管場所 

事業計画図書 

(旧事業認可図書) 
役場書庫 A 下水道課 紙 無 － － － 

施設平面図 処理場室内棚 A 下水道課 紙 無 － － － 

縦断面図 役場書庫 A 下水道課 紙 無 － － － 

下水道台帳 室内閲覧台 下水道課 紙 無 － － － 

原図 製図室 下水道課 紙 無 － － － 

耐震化状況図 室内棚 B 下水道課 紙 無 － － － 

受益者負担金情報 役場書庫 A 下水道課 紙 有 随時 電子化 
PC１、ファイ

ルサーバー 

行政文書データ PC５内蔵 HD 内 下水道課 電子 有 随時 電子化 
ファイルサー

バー 

料金関係データ 

システム・委託会

社ファイルサー

バー 

下水道課 電子 有 随時 電子化 

システム・委託

会社ファイル

サーバー 



 

 

6.2 優先実施業務の選定と対応の目標時間の決定 

6.2.1 優先実施業務の候補の影響度整理表 
 

No 優先実施業務名 業務の概要 業務遅延による影響 

許容中断

時間 

（※1） 

現状で可能な 

対応時間 

（※2） 

対応の 

目標時間 

（※3） 

時間内 時間外 時間内 時間外 

1 下水道対策本部 

の立上げ 

・来庁者・職員等の避難誘導 本部立上や初動連絡の遅

れにより、被害情報等が混

乱するおそれ。 

3～5 時間 

直後 － 直後 － 

・庁舎被害状況の確認 ～1時間 ～４時間 ～1時間 ～４時間 

・通信手段の確保 ～1時間 ～４時間 ～1時間 ～４時間 

・職場の安全および職務環境の確保 ～1時間 ～４時間 ～1時間 ～４時間 

・栄町下水道対策本部の立上げ ～1時間 ～４時間 ～1時間 ～４時間 

・班の指揮・総括 本部立上げ～ 本部立上げ～ 本部立上げ～ 本部立上げ～ 

・災害対策本部への初動連絡 ～２時間 ～４時間 ～２時間 ～４時間 

2 職員等の安否確認 ・職員等の参集状況及び安否確認。 参集状況、安否確認の遅れ

により、人員配置ができ

ず、発災後の対応に支障。 
3～6 時間 

直後 直後 

・不在職員等の要因把握 
～2時間

（随時） 

～4時間

（随時） 

～2時間 

（随時） 

～4時間

（随時） 

3 モノの調達 ・職員用のモノ（飲料水、食糧、毛布、簡易

トイレ等、生活用品）の調達、配布 

生活用品の入手の遅れに

より、混乱するおそれあ

り。 

データ類の確保の遅れに

より、調査・復旧作業に支

障 

6～12 時間 

3 時間～ ４時間～ 3 時間～ ４時間～ 

・データ類（下水道台帳、処理場平面図等）

の保護 
～１時間 ～４時間 ～1時間 ～４時間 

・降雨予報の確認 
～３時間

（随時） 

～５時間

（随時） 

～３時間

（随時） 

～５時間

（随時） 

4 関連行政部局及び

民間企業等との連

絡調整 

・管理施設が近接している関連行政部局（建

設課・まちづくり課）との共同点検調査の

実施を検討。 

協力体制の確認の遅れや

資機材等の調達の遅れに

より、機能回復に支障。 

24 時間～3

日 

～３時間 ～５時間 ～３時間 ～５時間 

・緊急調査、応急復旧等を行うにあたって、

建設課・まちづくり課と協議。 
～１日 ～１日 

・ライフライン復旧の見込み確認 ～１日 ～１日 

・県（下水道）へ被害概況等を報告 ～4時間 ～6時間 ～4時間 ～6 時間 

・民間企業等との連絡確保 ～１日 ～１日 



 

 

No 優先実施業務名 業務の概要 業務遅延による影響 

許容中断

時間 

（※1） 

現状で可能な 

対応時間 

（※2） 

対応の 

目標時間 

（※3） 

時間内 時間外 時間内 時間外 

5 緊急点検 
１．重要な幹線等およびポンプ場の点検を実

施。 

緊急点検の遅れにより、人

的被害に伴う二次災害発

生のおそれ。 

24 時間～3

日 

6 時間～ 

１日 

7 時間～

１日 

５時間～

１日 

６時間～

１日 

6 支援要請 ・被害状況、支援要請内容（人／物等）を県

や終末処理場等委託管理会社に連絡。 

支援要請の遅れにより、人

員や資機材等が不足し、公

衆衛生上の問題等を解消

できないおそれ。 
3 日～7日 

～1日 ～１日 

・要請先の選定、要請内容（人/物）。 ～3日 ～３日 

４．受入場所（作業スペース・資機材等の保

管場所等）を確保。 
～3日 ～３日 

7 被害状況等の情報

収集と情報発信 

 

１．他部局や住民等からの被害情報を収集整

理。被災状況／復旧見通しに関する情報を

栄町災害対策本部へ伝達。 

被害状況等の情報発信業

務が遅れ、行政への不信、

不満が増長。 
24 時間～3

日 

～6時間

（随時） 

～7時間

（随時） 

～５時間

（随時） 

～7時間

（随時） 

・個別住民への対応 ２日～ ２日～ 

8 緊急調査 

・重要な幹線等の目視調査を実施。 

緊急調査の遅れにより、汚

水溢水の放置等、公衆衛生

上の問題等が発生。 
3 日～7日 2 日～3日 2 日～3日 

9 緊急措置 ・汚水が溢水している場所に仮設ポンプ、仮

設配管、汚泥吸引車等を設置。 

溢水による疫病発生の拡

大が懸念。 3 日～7日 2 日～3日 2 日～3日 

10 一次調査 

・全体の被害状況を把握するため、人孔蓋を

開けての調査を実施。 

応急復旧が遅れ、暫定機能

確保に影響。 10 日～14

日 

6 日～11 日 

（重要な幹線） 

30 日～50 日 

（その他管路） 

6 日～14 日 

11 応急復旧 
・被災した管路施設に対して、仮設ポンプの

設置、汚水が溢水しそうな場所に仮設ポン

プ・仮設配管等を設置。 

溢水による疫病発生の拡

大が懸念。 14 日～30

日 

12 日～29 日 

（重要な幹線） 

60 日～80 日 

（その他管路） 

15 日～29 日 

12 浸水被害の防除 ・降雨時に浸水被害が懸念される場所に排水

ポンプ等を設置。 

浸水被害により住民の生

命・財産に影響を与えるお

それ。 
－ － 

特定の時間に応じ

て対応 



 

 

注：※１：許容中断時間は、優先実施業務を完了させるべき概ねの時間として記載します。   

※２：現状で可能な対応時間は、現状（下水道ＢＣＰ検討時点）において、優先実施業務を完了できる概ねの時間として記載します。 

※３：対応の目標時間は、下水道ＢＣＰ策定（更新）完了時点までに実行した事前対策を踏まえ、決定します。 

※４：段階的に対応する業務である。各段階に応じ適宜選定します。    



 

 

6.2.2 優先実施業務の実施・継続方法 
 

NO 優先実施業務 
対応の 

目標時間 

自前、他者への依頼

による実施の可否 
実施方法 

1 栄町下水道対策本部の

立上げ 
時間内 

直後～1 時間 

時間外 

3～4 時間 

自前：可・不可 

他者：可・不可 

対応場所:庁舎（栄町下水道対策本部） 

対応者 :本部長・副本部長 

ただし、夜間休日は、副本部長が立上げ指示 

対応方法:電源・通信の確認、県に被害の第一報 

2 職員等の安否確認 

直後 
自前：可・不可 

他者：可・不可 

対応場所:庁舎（栄町下水道対策本部） 

対応方法: 責任者が在庁職員の安否を点呼等により確認。 

夜間休日は、速やかに安否確認担当者に安否の連絡を行 

い、出勤できる時間の目処を連絡。 

3 モノの調達 時間内 

1～3 時間 

時間外 

4～5 時間 

自前：可・不可 

他者：可・不可 

対応場所:庁舎（栄町下水道対策本部） 

対応方法:食料等備蓄物を配布、データ類の保護を実施 

4 関連行政部局及び民間

企業等との連絡調整 

時間内 

3 時間～1 日 

時間外 

5 時間～1 日 

自前：可・不可 

他者：可・不可 

対応場所:庁舎（栄町下水道対策本部） 

対応方法: 共同点検調査を行うにあたって、 長門川水道企業団、建設

課と協議。 

資機材の調達（民間業者等に連絡・備蓄資機材の用意） 

5 緊急点検 時間内 

6 時間～1 日 

時間外 

7 時間～1 日 

自前：可・不可 

他者：可・不可 

対応場所:重要な幹線等 

対応方法:職員、保有資機材で点検を実施する。自前で対応可能。 

6 支援要請 

1 日～3 日 
自前：可・不可 

他者：可・不可 

対応場所:庁舎（栄町下水道対策本部） 

対応方法:電話により県へ連絡。 

 

 

 

 



 

 

NO 優先実施業務 
対応の 

目標時間 

自前、他者への依頼

による実施の可否 
実施方法 

7 被害状況等の情報収集

と情報発信 
時間内 

6 時間 

時間外 

7 時間 

自前：可・不可 

他者：可・不可 

対応場所:庁舎（栄町下水道対策本部） 

対応方法:テレビ及びラジオにより情報を収集するとともに、栄町災害

対策本部 

を通じて関連部局からの伝達情報、町民からの通報等による情報を 

情報班が整理。発信情報は栄町下水道対策本部を経由し、極力書面で栄

町災害対策本部へ連絡。 

他部局や住民等からの被害情報を収集整理を行う。 

8 緊急調査 
2 日～3 日 

自前：可・不可 

他者：可・不可 

対応場所:重要な幹線等 

対応方法: 職員、保有資機材で調査を実施する。自前で対応可能。 

9 緊急措置 

2 日～3 日 
自前：可・不可 

他者：可・不可 

対応場所:交通障害発生箇所および汚水溢水箇所 

対応方法:職員及び保有資機材により現地で対応。資機材の購入および

リースにて、自前で対応可能。 

10 一次調査 
6 日～14 日 

自前：可・不可 

他者：可・不可 

対応場所:区域全体（重要な幹線等から実施） 

対応方法:支援部隊の職員とともに保有資機材・調達資機材で実施。 

11 応急復旧 

12 日～29 日 
自前：可・不可 

他者：可・不可 

対応場所:被災箇所（重要な幹線等から実施） 

対応方法:支援部隊の職員等とともに保有資機材・調達資機材（汚泥吸

引車・高圧洗浄車）で実施。 

12 浸水被害の防除 

特定の時間 

に応じて対応 

自前：可・不可 

他者：可・不可 

対応場所:被災箇所 

対応方法: 支援部隊の職員等とともに保有資機材・調達資機材（ポンプ

排水車）で実施。 

 


